
平成29年度（2017年度）

主要な施策の成果と予算執行状況報告書

富士山南東消防組合



富士山南東消防組合

管理者　三島市長　豊  岡  武  士

　   地方自治法第233条第５項の規定により、平成29年度富士山南東消防組合

   会計歳入歳出決算に係る施策の成果及び予算執行状況について、次のとおり

   報告します。

平成３０年８月２０日
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49,657,943 46,436,920 3,221,023 6.9%

財 産 収 入 0 0 0 -

寄 附 金 200,000 200,000 0 0.0%

2,781,471,743 2,356,950,076 424,521,667 18.0%

組 合 債 215,800,000 81,900,000 133,900,000 163.5%

歳 入 合 計

繰 越 金 83,998,750 57,556 83,941,194 145842.6%

諸 収 入

国 庫 支 出 金 0 0 0 -

県 支 出 金 16,160,000 23,439,000 △ 7,279,000 △31.1%

分 担 金 及 び 負 担 金 2,410,053,250 2,200,354,000 209,699,250 9.5%

使 用 料 及 び 手 数 料 5,601,800 4,562,600 1,039,200 22.8%

3　前年度決算額との比較
3-1　目的別（歳入） (単位：円）

区　　　分 平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

0.0%

歳 出 合 計 2,910,000,000 2,781,300,000 100.0% 2,709,057,271 100.0% 97.4%

5 予 備 費 14,400,000 30,902,280 1.1% 0 0.0%

98.7%

4 公 債 費 1,356,000 409,000 0.0% 112,152 0.0% 27.4%

3 消 防 費 2,688,284,000 2,544,013,720 91.5% 2,511,213,230 92.7%

66.9%

2 総 務 費 204,799,000 204,814,000 7.4% 196,955,682 7.3% 96.2%

1 議 会 費 1,161,000 1,161,000 0.0% 776,207 0.0%

2　歳出決算状況 (単位：円）

区　　　分 当初予算額 最終予算額 構成比 決算額 構成比 執行率

98.1%

歳 入 合 計 2,910,000,000 2,781,300,000 100.0% 2,781,471,743 100.0% 100.0%

9 組 合 債 348,800,000 219,900,000 7.9% 215,800,000 7.8%

8 諸 収 入 46,174,000 46,174,000 1.7% 49,657,943 1.8% 107.5%

7 繰 越 金 1,000 83,998,000 3.0% 83,998,750 3.0%

0.0%

6 寄 附 金 1,000 201,000 0.0% 200,000 0.0% 99.5%

5 財 産 収 入 1,000 1,000 0.0% 0 0.0%

0 0.0%

100.0%

2 使用料及び手数料 4,131,000 4,131,000 0.1% 5,601,800 0.2% 135.6%

1 分担金及び負担金 2,494,052,000 2,410,055,000 86.7% 2,410,053,250 86.6%

100.0%

1　歳入決算状況 (単位：円）

区　　　分 当初予算額 最終予算額 構成比 決算額 構成比 執行率

0.0%

4 県 支 出 金 16,839,000 16,839,000 0.6% 16,160,000 0.6% 96.0%

3 国 庫 支 出 金 1,000 1,000 0.0%
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3-4　人件費の内訳

(単位：千円）

区分
平成28年度末

現在高
平成29年度

発行高

平成29年度元利償還額 平成29年度末
現在高元　金 利　子 合　計

一般単独事業債
緊急防災・減災事業債

81,900 215,800 0 109 109 297,700

災 害 補 償 費 3,781 0 3,781 皆増

そ の 他 429 0 429 皆増

合　　　　　　計 2,059,065 18,798 2,040,267 10853.6%

※　平成28年度の職員給は派遣職員のため、特殊勤務手当以外は、各市町より支給

4　地方債の状況

基 本 給 1,004,043 0 1,004,043 皆増

そ の 他 の 手 当 590,690 17,842 572,848 3210.7%

地方公務員共済組合等負担金 323,640 0 323,640 皆増

退 職 金 135,405 0 135,405 皆増

議 員 報 酬 等 553 441 112 25.4%

委 員 等 報 酬 413 368 45 12.2%

特 別 職 の 給 与 111 147 △ 36 △24.5%

職 員 給 1,594,733 17,842 1,576,891 8838.1%

0.0% 0 0.0% 112 皆増

歳 出 合 計 2,709,057 100.0% 2,272,951 100.0% 436,106 19.2%

※　平成29年度地方財政状況調査より

(単位：千円）

区　　　分 平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

増減率

3-3　性質別（歳出） (単位：千円）

区　　　分 平成29年度 構成比 平成28年度

人 件 費 2,059,065 76.0% 18,798 0.8% 2,040,267 10853.6%

112,152 0 112,152 皆増

歳 出 合 計 2,709,057,271 2,272,951,326 436,105,945 19.2%

消 防 費 2,511,213,230 2,240,640,408 270,572,822 12.1%

公 債 費

構成比 増減額

扶 助 費 20,480 0.8% 0 0.0% 20,480

補 助 費 等 54,360 2.0% 1,888,721 83.1% △ 1,834,361

普 通 建 設 事 業 費 227,500 8.4%

3-2　目的別（歳出） (単位：円）

区　　　分 平成29年度 平成28年度 増減額 増減率

議 会 費 776,207 1,379,420 △ 603,213 77.7%

総 務 費 196,955,682 30,931,498 166,024,184 536.7%

物 件 費 337,223 12.4% 253,615 11.2% 83,608 33.0%

維 持 補 修 費 10,317 0.4% 15,527 0.7% △ 5,210 △33.6%

皆増

△97.2%

96,290 4.2% 131,210 136.3%

公 債 費 112
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５　主要施策の成果

1　会議及び提出案件 (単位：件)

2　審議結果

　原案可決　　11件

3　先進地視察調査

 期間：平成29年11月6日（月）

 場所：横浜市消防局消防司令センター・横浜市民防災センター

02款　総務費 1　事務系コンピューター及びネットワークシステムの賃貸借使用料

2　組合例規集台本作成

3　新規職員採用試験の実施

(単位：人)

平成30年2月15日 2 3

01項 総務管理費

01目 一般管理費

196,860,162円

区　分 合格者数 受験者数

第3次試験

大卒等 6

短大卒 1

高校卒 2

第2次試験

大卒等 7

短大卒 6

高校卒 3

体力検査
面　接
作　文

   前期：8月19・20日
   後期：10月 7日

面　接
   前期：  9月 2日
   後期：10月21日

大卒等

　組合で制定・改廃した例規について台本を作成した。また、例規集データベースで動作可能なデータの
作成等を行った。

　1次試験にて教養試験、適正検査、2次試験にて体力検査、面接、作文、第3次試験にて面接を実施し、
9名の職員を採用した。

5月臨時会 平成29年5月22日 1

61

9月定例会 平成29年8月9日 1 1 1

1 2

費　目 主な事業内容

01款 議会費

01項 議会費

会議名 会　期

予

算

決

算

条　例

776,207円
そ
の
他

議決案件 専決処分の承認

合
　
計

01目 議会費 管
理
者
提
出

議
員
提
出

管
理
者
提
出

議
員
提
出

予
　
算

条
　
例

19

短大卒 17 短大卒 34

内　容 実施日

教養試験
適正検査

   前期：7月23日
   後期：9月17日

高校卒 5 高校卒 8

11

3

大卒等

 　最新消防指令センターでの情報ツール等の活用調査、市民防災センターを活用した住民消防防災教
育に関する調査。

　消防本部及び各署所を専用線で結ぶネットワーク（WAN）及び本部・署所内ネットワークの運営
（システム定例会6回）

第1次試験

2月定例会
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  　適正かつ効率的な行政運営の実現のため各種監査事務を実施した。

(1)　定期監査・決算審査の実施

（2）　例月出納検査の実施

1　救急高度化推進事業

（1）　救急活動状況

○救急出動件数

○救急搬送人員

106104 75 71

平成29年 平成28年

交　通 594

転　院 1,229 659

4,332 1,993 1,476 7,361 4,011

200 86 70 44 207

4,664 2,703 1,063 898 4,319 2,380

101

262 204 128 626 322

588

205 1,165 620

一般負傷 1,114 622 291 201 1,044

合　計 7,801

その他

合　計 1,579 8,160 4,585

371 192 405 228

急　病 5,222 3,093 1,165 964 4,811 2,741

620

交　通 639 317 201 121 636 336

転　院 1,232 661 365 206 1,166

03款 消防費

01項 消防費

01目 常備消防費

2,282,890,530円

区　分
計

95,520円

費　目 主な事業内容

02款　総務費

02項 監査委員費

01目 監査委員費

（単位：件）

長泉町裾野市

監査等の内容

平成28年度決算審査

平成29年度定期監査

実施日

　　　　7月 6日

　　　12月13日

報告日等

　　　　7月 6日

　　　12月13日

　地方自治法第235条の2第1項の規定に基づき、現金の出し入れについて、毎月、日を定めて計数を
確認するとともに、現金の保管状況や支出命令書が適切に処理されているかなどを検査した。

　 3消防署3分遣所に配置した9隊救急隊により、救急活動を実施し、地域住民の安心安全を確保し
た。
　平成29年中の管轄地域における救急出動件数は、8,691件であり、昨年より531件増加した。また、
搬送人員は7,801人で440人増加した。救急種別は、急病が60%を占める。

三島市 裾野市 長泉町 計 三島市

長泉町

1,227 703 311 213 1,142 660

1,145 925

170 130

284 198

339 207

一般負傷

365

急　病

1,907 1,443

135

その他

区　分
平成29年

8,691 4,966 2,146

計 三島市 裾野市 長泉町 計 三島市

2,044 1,531

338 207

269 187

裾野市

（単位：人）

平成28年

1,065 874

66 40

169
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（2）　 救急救命士及び救急隊員の養成

(単位：人）

（3）　救急救命講習会の開催(平成29年中)

2　消防防災事業

(1)　職員教育

  

(単位：人）

処置拡大

3

4

9

気管挿管

認定救命士 ビデオ喉頭鏡

費　目

警防科

査察業務 マネージメントコース 1 小型移動式クレーン運転技能講習 10

初任科 10 玉掛け技能講習 8

研修機関 研修区分 人数 研修機関 研修区分 人数

消防大学校

県消防学校
その他

火災調査科 4 ロープレスキュー講習会 1

4 ガス溶接技能講習

研修機関 研修区分 人数

救急救命士新規養成 3

県消防学校

救急救命研修所
指導救命士新規養成 1

普通救命講習Ⅲ（3時間・小児対応）

主な事業内容

上級救命講習（8時間）

応急手当普及員講習（24時間）

種別

普通救命講習Ⅰ（3時間）

普通救命講習Ⅱ（4時間）

救急科 8

特別教育 17

そ　の　他 その他研修等 19

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 8

中級幹部科

開催回数（回）

83

9

4

12

8

受講者数（人）

880

129

91

207

122

　 救急救命士資格取得及び救急隊員資格取得を目的に職員の派遣を行い、救急隊員の増員を図っ
た。また、救急に関する各種講習会を受講し、職員の資質向上を図った。

　救命率の向上を目指し、救急車の到着までの間に、AEDの使用を含めた応急手当ができるよう、住
民や事業所等を対象に救急救命講習会を実施した。

　消防大学校、県消防学校及び各種研修へ職員を派遣し、専門的知識や高度な技術を習得させ、職
員の資質向上と消防体制の充実を図った。

5

予防査察・危険物科 5 2級小型船舶取得講習 4

救助科 4

2 伐木等業務従事者特別教育 6

5



(2)　火災活動状況

(3)　救助活動状況(平成29年中)

三島市

費　目

裾野市

救助人員 4

出動件数 56

高速道路
出動件数 4 4

5

ガ
ス
及
び
酸
欠

合　計

1

5

23

4

3

7 4

救助人員 14 3 2

4

長泉町

出動件数

1

救助人員 10 5 2 3

2 1 8出動件数 16

10 2

5

救助人員 32 1 12 2 1 13

6 3 194 19

3

7救助人員（人） 60 1 24 6

4 34 10

建
物
等
事
故

破
裂
事
故

そ
の
他

出動件数（件） 99

罹 災 世 帯 数

焼 損 棟 数

損害額 (千円)

24 5 8 35

36 10

合
　
計

火
災

交
通
事
故

水
難
事
故

風
水
害
等

機
械
事
故

1 21

出
火
件
数

(

件

) 9 4 8 3 3

焼
損
面
積 204 0

死 者 ( 人 )

負 傷 者 ( 人 )

1 1 5

47 23 17 7

4 6 29 17 7 5

1

主な事業内容

計

建 物 火 災

林 野 火 災

車 両 火 災

その他の火災

爆発（内数）

建物床面積(㎡)

建物表面積(㎡)

林　野　（ａ）

合　計 三島市 裾野市 長泉町

29

18

1

10

19 10

　3消防署5分遣所に配置した消防隊等により、各種災害に対応し、地域住民の安心安全を確保した。
平成29年中に発生した火災は58件で、前年より11件増加した。火災種別は「建物火災」28件、「その
他の火災」23件、「車両火災」6件、「林野火災」1件であり、「損害額」は112,768千円で前年より61,348
千円増加し、火災による死者は2人で前年より3人減少した。

　平成29年中の救助出動件数は99件であった。事故種別では「交通事故」が36件と最も多く、次いで
「建物等事故」の34件であった。

58

28

1

6

23

0

2,128

146

204

2

11

20

37

112,768

三島市 裾野市 長泉町

20 7 8

42,791 27,277 42,700 51,420 28,125 18,099 5,196

0

5 10 3 7

1,215 467 446 938 397 364 177

区　　　　分

4 1

5 3 3 9 5 4

11 3 6 41 17 9 15

2

0

67 79 30 29 1

平成29年 平成28年

合　計

6



○防火対象物数及び査察実施数

○消防同意の事務処理状況 (単位：件)

○消防用設備等の検査状況 (単位：件)

32 5 3 3 1 59 12 10 3 21 11 1 1

15 7 1 2 46 8 4 1 1 23 2 1

18 5 3 2 85 6 4 4 25 4 1 1

65 17 7 3 2 3 190 26 18 1 8 69 17 2 3

○危険物関係事務処理状況 (単位：件)

162

20

3

完成 許可

避難設備

合計
水圧
検査

20

用途変更

110 2

61 12

55 5

1 18

連

結

送

水

管

合
　
　
計

消火設備 警報設備

長泉町

合　計

三島市

74 72

26

72 9

20

費　目

長泉町

合　計

設置 変更 常置場所変更

158

431

1

85

合計
申　　請　　要　　旨

長泉町

合　計

三島市

裾野市

132

73

修繕

2

三島市

裾野市

46 4

239 5

5

6 1

119370 1102103

裾野市

98 10 31 3

非
常
コ
ン
セ
ン
ト
設
備

8 1

消

火

器

屋

内

消

火

栓

設

備

誘

導

灯

誘

導

標

識

2

増築

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

設
備

特

殊

消

火

設

備

屋

外

消

火

栓

設

備

動

力

消

防

ポ

ン

プ

自

動

火

災

報

知

設

備

火

災

通

報

装

置

非

常

警

報

設

備

漏

電

火

災

警

報

器

避

難

器

具

9 10 1

消

防

用

水

改築

完成 許可

消防活動上
必要な設備

連

結

散

水

設

備

仮使用
承認

5

水張
検査完成

266

許可

仮貯蔵
仮取扱
承認

111

長泉町

合計

新築

  (4)　火災予防業務

306

三島市

裾野市

防火対象物数

1,524 263

6,891 1,272

主な事業内容

1

226 37

査察実施数

3,478 703

1,889

61

　消防法令に基づき、消防機関が実施すべき許可、認可、消防同意、検査等の事務により防火対象
物及び危険物施設を法令に適合した状態に維持管理するよう指導を行った。
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○災害受信件数（平成29年） (単位：件)

　消防施設整備事業

　広域消防運営計画に基づき、（仮称）裾野消防署伊豆島田分署建設の用地を取得した。

　消防車両整備事業

回
線
試
験

訓
練
他

114 21,254 11

整備更新車両 配備場所 登録年月日

はしご付消防自動車（三島31号車） 三島消防署 平成29年10月19日

228,322,700円

02目消防施設費

費　目

1,673

小
計

火
災

救
急

救
助

長泉町

名　称 面積 取得年月日

1,293 18 44

5,698

105

119番受信件数合計

(仮称)裾野消防署伊豆島田分署用地 1892.80㎡ 平成30年3月4日

9,568 7,502 86 7,281 68 67 2,066 771 619

他
の
災
害

小
計

合
　
計

三島市

災害通報

主な事業内容

緊急性のないもの

282 379

60

問
合
せ

間
違
い

い
た
ず
ら

1,156 446 329

15

10 380 160

214

2,197 1,667 20 1,604 23 20 530 165 176 3 81

10 157

　(5)　消防指令センター運営事業

4,542 48 4,423 34 37

7,586 89 7,337 73 87 2,105 791 625 15 293 381

20 39 20 6 0 11

裾野市

　平成29年中の119番受信件数は、9,691件であるが、緊急性のない通報が2,105件と約21.7%を占め
る。
　災害通報受信件数は、7,586件であり、種別で見ると、「救急」が最も多く災害通報件数の約97%を占
める7,337件だった。次いで「火災」の89件となっている。

　広域消防運営計画に基づき、はしご付消防自動車1台の車両を更新整備し、消防力の強化を図っ
た。

2

合　計 9,691

加入電話 123 84 3 56 5
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